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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
　平成17年度以降上昇傾向にあるのは、勧奨退職などにより人件費の削減に努めて来たが、退職手当組合負担金の負担率の上昇や公債費が平成
21年度にピークを向えたことなどが要因である。また、人件費に係る経常収支比率が類似団体と比べると高い水準にあるのは、隣接する市町から受
託している消防・救急業務の消防部門、温泉観光地として観光事業を行う商工部門、ごみ収集業務を直営で行っている衛生部門を有しており、これら
の固有な特殊事情により、職員数が類似団体と比較して多いことが主な要因である。今後は、消防業務の広域化や指定管理者制度を含めた民間委
託などを検討しながら、地域手当の不支給、保育士、消防職員等の専門職を除いた一般事務等職員の10％削減（対平成19年度比）を行うなど人件費
の削減を図る。
　扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を下回る要因は、高齢者や児童に係る事業が類似団体と比べて少ないためである。

【人件費及び人件費に準ずる費用】
　賃金（物件費）が類似団体平均を上回っているのは、待機児童ゼロの方針のもと運営している保育園に係る臨時保育士及び臨時調理員賃金が主な
要因である。今後は、給食調理業務を民間に委託することにより賃金の削減を図る。また、繰出金が類似団体平均を上回っているのは、高齢化のた
め給付事務に係る職員が多い介護保険事業や下水道事業を単独で有しているため、普及促進や管整備に係る人件費が主な要因である。

【公債費及び公債費に準ずる費用】
　類似団体平均を上回っているのは、一部事務組合の焼却施設建設債に係る負担金、単独で有している下水道事業の施設整備などの公営企業債に
係る繰入金や土地開発公社が保有する公共用地を買い戻した債務負担行為に基づく支出が要因である。今後は、広域での焼却施設の建設を検討
し、下水道事業の経営健全化を進めるなど、公債費に準ずる費用の適正化に努める。

【普通建設事業費】
　類似団体平均を下回っているのは、経常収支比率が98.6％以上と高比率であり、そのうち人件費と公債費が約６割を占め、財政の硬直化が深刻で
あるため、普通建設事業費が年々縮小されているためである。なお、平成17、18年度は地震災害から児童・生徒などの安全を確保するため、小中学
校校舎等の耐震化事業や新幹線跨線橋耐震化事業などの安全対策上やむを得ない事業を行い、「安全・安心なまちづくり」を推進し、普通建設事業
費が増嵩したものである。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,580,245 94,390 61,270 54.1
賃金（物件費） 143,032 5,232 4,851 7.9
一部事務組合負担金（補助費等） 34,934 1,278 7,222 ▲ 82.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 142 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 2 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 121,867 4,458 2,943 51.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 8,939 327 1,257 ▲ 74.0
▲退職金 ▲ 274,593 ▲ 10,045 ▲ 6,426 56.3
合計 2,614,424 95,640 71,261 34.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 10.46 6.84 3.62
ラスパイレス指数 96.9 96.5 0.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,007,042 36,839 36,685 0.4

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 14 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 307,352 11,243 10,622 5.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

200,876 7,348 3,869 89.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

63,878 2,337 1,789 30.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

2,290 84 10 740.0

▲特定財源の額 ▲ 308,123 ▲ 11,272 ▲ 3,792 197.3
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 770,048 ▲ 28,170 ▲ 28,613 ▲ 1.5

合計 503,267 18,410 20,584 ▲ 10.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

802,871 28,670 81.2 42,971 ▲ 13.9 95.1

うち単独分 565,897 20,208 66.8 27,006 ▲ 11.5 78.3

838,218 30,144 5.1 41,759 ▲ 2.8 7.9

うち単独分 492,280 17,703 ▲ 12.4 25,833 ▲ 4.3 ▲ 8.1

622,850 22,478 ▲ 25.4 36,358 ▲ 12.9 ▲ 12.5

うち単独分 291,398 10,516 ▲ 40.6 21,039 ▲ 18.6 ▲ 22.0

519,493 18,876 ▲ 16.0 35,141 ▲ 3.3 ▲ 12.7

うち単独分 316,936 11,516 9.5 20,483 ▲ 2.6 12.1

428,753 15,685 ▲ 16.9 47,258 34.5 ▲ 51.4

うち単独分 355,175 12,993 12.8 27,842 35.9 ▲ 23.1

過去５年間平均 642,437 23,171 5.6 40,697 0.3 5.3

うち単独分 404,337 14,587 7.2 24,441 ▲ 0.2 7.4
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